
１．問題の所在 

 日本では IoT（Internet of Things）や AI,ビッグ

データなど更なる技術の進歩により,仮想空間と現

実空間を融合させ,経済発展や社会課題の解決を行

う「Society5.0」を目指している。Society5.0 では,
これまで人間が情報を取捨選択していたところを

人工知能が担うようになる等,Society4.0 での困難

を克服する社会であるとされている [1]。しかし,こ
のような社会に完全に移行したとしても,与えられ

た情報だけを鵜呑みにしはならない。 
以前からフェイクニュースの存在はあり,それら

の情報に踊らされた人も多くいる。フェイクニュー

スには広告収入や対象の信用失墜を目的にしたも

のから「悪ふざけ」や社会の混乱を目的としたもの

も存在し,センセーショナル性をもって広く一般に

拡散されている [2]。総務省の行った調査によると,
フェイクニュースを見分ける自信について,全体で

は「自信がない」人が約 4 割,全ての年代において

「自信がない」が「自信がある」を上回る結果となっ

た [3]。このようなことからも Society5.0 に移行後

も,人間が情報の真偽を判断する力は必要不可欠で

あることは明白である。2020 年に行われた調査か

らは,若い年代ほど間違った情報や誤解を招く情報

を信じてしまった割合や拡散してしまった割合が

高くなる傾向がみられたことから,特に若い年代に

対してリテラシー向上の取り組みを充実させてい

く必要があると言える [4]。 
 以上のような問題意識から,本プロジェクトは以

下の手続きで進める。まず日本の情報教育の現状を

ふまえ,現行の教育におけるリテラシー育成のため

の問題点を明らかにする。次に,中国の情報教育に

ついて調査を行い,その成果と課題を整理する。そ

れらを比較し,中学生を対象とした具体的な授業計

画を提示する。また,昨今ニュースでも取り上げら

れているコロナウイルス及びそのワクチンについ

ての情報の提供を行なう。 
 

２．情報リテラシー教育 

2-1 日本の情報教育の変遷 

日本の初等中等教育における情報化への対応は

昭和 40 年代後半ごろから見られるが,「情報活用能

力」の育成という観点については,臨時教育審議会

（昭和 59（1984）年～62（1987）年）及び教育課

程審議会（昭和 60（1985）年～62（1987）年）等

における検討を経て,子どもたちに「情報活用能力」

を育成することの重要性が示されたことに端を発

している。 

平成元（1989）年告示の中学校学習指導要領にお

いて,技術・家庭科の技術分野に「情報基礎」が選択

領域として新設された。また,各教科で情報に関す

る内容が取り入れられるとともに,各教科の指導に

おいて教育機器を活用することの指導方針が示さ

れた。平成 10（1998）年告示の学習指導要領では,

中学校の技術分野において「情報とコンピュータ」

が必修領域となり,高等学校において普通教科「情

報」が新設された。平成 20（2008）年告示の学習

指導要領においては,小学校では,文字入力などの

基本的な操作や情報モラルを身に付けること,中学

校では,技術分野の「プログラムによる計測・制御」

の内容が必修になった。 

そして,平成 29（2017）年告示の中学校学習指導

要領では,「学習の基盤となる資質・能力」として,

総則に言語能力や問題発見・解決能力と並んで情報

活用能力（情報モラルを含む）が位置付けられた。 

総則には,情報活用能力の育成を図るために,「各

学校において,コンピュータや情報通信ネットワー
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クなどの情報手段を活用するために必要な環境を

整え,これらを適切に活用した学習活動の充実を図

ること。また,各種の統計資料や新聞,視聴覚教材や

教育機器などの教材・教具の適切な活用を図るこ

と。」が明記されており,今回の改訂では ICT 環境

整備まで踏み込んだ記述になっている。 

 

2-2.1 情報活用能力と情報モラル教育 

中学校学習指導要領解説総則編によると,情報活

用能力は「より具体的に捉えれば,学習活動におい

て必要に応じてコンピュータ等の情報手段を適切

に用いて情報を得たり,情報を整理・比較したり,得

られた情報を分かりやすく発信・伝達したり,必要

に応じて保存・共有したりといったことができる力」

である。さらに,「このような学習活動を遂行する

上で必要となる情報手段の基本的な操作の習得や,

プログラミング教育課程の編成的思考,情報モラル,

情報セキュリティ,統計等に関する資質・能力等も

含むものである。」とされている。 

また情報モラルは情報活用能力に含まれ,各教科

で情報モラル教育の実施に努め,情報活用能力を育

成していくことが目指されている。情報モラルとは,

「情報社会で適正な活動を行うための基になる考

え方と態度」であり,具体的には,他者への影響を考

え,人権,知的財産権など自他の権利を尊重し情報

社会での行動に責任をもつことや,犯罪被害を含む

危険の回避など情報を正しく安全に利用できるこ

と,コンピュータなどの情報機器の使用による健康

との関わりを理解することなどである。児童・生徒

に情報モラルを確実に身に付けさせる際,情報の収

集,判断,処理,発信など情報を活用する各場面での

情報リテラシーの育成も重要である。 

 

2-2 中国における情報教育 

2-2.1 変遷 

 歴史的な経緯から見ると,中国の情報教育は

1984 年から学校教育へ導入され,当時は「コン

ピュータ教育」と呼ばれていた。その後 1991 年の

「第 4 回全国小中学校コンピュータ教育工作会議」

では,全国各地のコンピュータ教育の経験をまとめ

た上で,小中学校でのコンピュータ教育について研

究し,今後の教育方法を決定した。国家教育委員会

は会議の精神に則り,1992 年 7 月に「小中学校にお

けるコンピュータ教育の強化に関する意見」で,「科

学技術を発展させ,すべての労働者の科学や文化的

な素質を向上させるために,全国の小中学校でコン

ピュータ教育を発展させることが必要である」と指

摘した[5]。それから約十年間の教育実践を通し

て,2000 年に公表された「小中学校コンピュータ課

程指導綱要（試行）」では,「コンピュータ教育」が

「情報技術」に変更され,「情報技術」を教科として

小学校 3 年生から設置された。また,2002 年に教

育部から「小・中・高等学校情報技術課程指導要綱」

が公示され,小学校から高等学校までに至る情報に

関する教育課程の概要，各段階の具体的な目標,授

業時数,教育内容が示された[6]。 

 

表１：小学校と中学校の情報技術教育の課程内容 

小学校と中学校の情報技術教育の内容 [7] 

小学校 中学校 

①情報技術入門  

②オペレーティングシ

ステムの簡単な紹介  

③コンピュータによる

描く  

④コンピュータによる

作文  

⑤ネットワークの応用 

⑥コンピュータによる

マルチメディア作品の

制作 

 

 

①情報技術入門  

②オペレーティングシ

ステムの概要  

③ワードプロセッシン

グの基本的な方法  

④コンピュータによる

データ処理 

⑤ネットワーク基礎と

その活用  

⑥コンピュータでマル

チメディア作品の作成 

⑦コンピュータシステ

ムのハードウェアとソ

フトウェア  

 

その後,指導綱要の改革と実践を探求し続け,基

礎教育の課程体系における情報教育を総合実践活

動と関連させる必要があると考えられた。張（2019）
は情報技術教育に関する教育活動について,生徒に

コンピュータの操作だけでなく,情報リテラシーの

重要性を理解させた上で,「情報技術を総合実践活

動と関連させる活動は生徒の情報技術の基本知識

と技能の理解を促し,情報収集,情報伝達,応用的な

情報処理などの能力を育成する教育活動である」と

結論づけた[8]。 

 

2-2.2 教科書 

中国では,複数の出版社が情報技術に関する教科書

 

図 1 中国の情報教育教科書 
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を刊行している（人民教育出版社,北京師範大学出

版社等）。今回は最も使用されている人民教育出版

社のものを取り上げる。小学校 3 から 4 年生は主に

「コンピュータの基本的な操作方法」（キーボード

の使い方,word,ペイントソフトの簡単的な利用な

ど）であり,5 年生から 6 年生は「インターネット

の活用」（インターネットによる情報検索,Webペー

ジの作成,マルチメディア作品の制作,情報技術と

生活）である。中学校の場合は,中学校学力レベル

テストを受験するために,情報リテラシーの向

上,Word, Excel, Powerpoint の使い方だけでなく,

インターネットに関する法律を理解することが求

められている。 

 

2-3 日本と中国の情報教育比較 

 まず情報教育の導入について,中国では 1984 年,

日本では 1989 年,とほぼ同時期に情報教育に関す

るカリキュラム編成が行われ始めた。当時の日本で

は中学校の技術・家庭科の技術分野に新設されたが,

中国では小学校課程から導入,2002 年には小中高

等学校の指導要領が公示され,具体的なカリキュラ

ムも編成されている。その内容は,小学校段階から

基本的な操作はもちろん,Web ページの作成等,応

用実践まで網羅されている。中学校では更なる情報

リテラシーの向上やインターネットに関する法律

についての学習もあり,情報教育に関する中学校学

力レベルテストも存在する。また,小学校 3 年生か

ら中学校 3 年生まで各学年 2 冊ずつ,全 14 冊の教

科書が出版されている。 

一方,日本では 2008 年告示の学習指導要領から

小学校課程の情報教育が規定され,2017 年に情報

活用能力を基礎的な資質・能力の一部分を担うよう

になった。日本の小学校段階では,中国ほど専門的

な情報教育はなされておらず,基本的な操作の獲得

とプログラミングに必要となる論理的思考力の育

成,情報モラルの獲得に重点を置いている。また,こ

れらの能力を情報教育だけで育成するのではなく,

各教科等の特質に応じて横断的に行われることを

目指している。その後,中学校段階でプログラミン

グの実践が行われようとしている。中学校の教科書

（開隆堂出版）は 3 年間で 1 冊使用される中のほん

の一部に掲載されている程度である。 

以上のことから,重視されている情報教育に大き

な差が見られた。中国では早期段階で専門的な知

識・技術の獲得を目指し,日本では技術的な側面よ

りも,情報活用能力を教科横断的に育成することを

重要視していると言える。これを踏まえて開発した

中学校理科における授業の指導案が図 2 である。 

 
 

図 2中学校理科における授業の指導案 

 

３. 新型コロナウイルス流行と情報 

2019 年 12 月から現在まで,新型コロナウイルス 

(Covid-19)の世界的な流行が続いており,ウイルス

対策やワクチンについて様々な情報が溢れている

が,私たちはその情報をどう扱うべきだろうか。 

 まずワクチン接種について考えてみるが,現状で

は年齢を問わず推奨されている。厚生労働省のデー

タより,年齢別の新型コロナウイルスによる死者数

を見ると,30 代までの死者数・死亡率は極めて低い

水準である(図 3)[9]。「感染予防効果」と「重症化予

防」がワクチン接種のメリットであるが,若年層の

ワクチン接種の必要性については,上記データから

慎重な意見もある。 

 
 

図3. 年齢階級別累計死亡者数 

(厚生労働省データより一部抜粋) 
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 ワクチン接種とその副反応について,厚生労働省

が死亡との因果関係を認めている例はない。一方で,
その死因は血栓症や循環器系障害が圧倒的に多く,
初めての mRNA ワクチンとして明らかにされてい

ない影響を調査する必要がある[10]。現在,国内では

3 回目接種が開始されたが,すでにその接種が進ん

だ国において,感染者数減少がみられるデータは少

ない[11]。このような諸外国の状況から,今後の国内

の感染対策の方針を立てることも必要となる。 
 新型コロナウイルスに関するデータは,その流行

が始まった当時に比べ膨大に蓄積されており,様々

な情報収集が可能となっている。それらの情報を政

策的に反映させるだけでなく,個人の判断材料とし

て活用することは,今後重要となるだろう。 
 

４. 結語 

 Society4.0 では,情報が中心的な価値を占めるよ

うになり,情報の取捨選択は大きな課題となってい

る。AI が情報の取捨選択を担うような Society5.0
移行後も人間が情報の真偽を判断する力は必要不

可欠である。本プロジェクトでは,情報の取捨選択

と自己判断の重要性を伝えることを目的とした。例

として,中学生の情報活用を促す情報教育の授業開

発,またコロナウイルスのワクチン接種に関する情

報を整理した。授業開発では,日本と中国の両国で

重視されている情報教育の内容を比較し,日本の情

報教育では,技術的な側面より,情報活用能力の育

成を重視していることを踏まえ,中学生を対象とし

た授業の指導案を作成した。 

 本プロジェクトでは,幾つかの題材で情報収集と

整理を重視したが,今後は情報リテラシーを考える

ための材料として,発信方法についても検討する。 
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